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新興国市場戦略の 諸観点と国際経営論

　一非連続 な市場 へ の 適応 と創造一

天野 倫文 （東京大学）

要　　旨

　新興諸国の 中間層市場 の 成長が顕著だ が、それ らの 市場動態 へ の 適応 が 困難な企 業 も少な くな い 。 本稿

で は 、日本企業な ど先進国企 業が 、 新興国中問層市場に ア ク セ ス を図る場合 に直面する経営課題や 参入障

壁 を理 論的に考察す る ととも に 、新興国市場へ の 参入 とボ リュ
ー

ム ゾ
ー

ン へ の 市場浸 透 を成 功裏に進め る

た め の 諸条件 を、（1＞資源再配分 と組織調整 、 ＋ 市場志向 と コ ミ ッ トメ ン ト、 （3）製 品戦略 と市場開発 、  

資源開発の戦略、  新 しい ケ イパ ビ リ テ ィ の獲得、とい う 5 つ の 分析視点か ら整理 し、今後の 実証研究 に

向け た パ ース ペ ク テ ィ ブ を提示する 。

は じめに

　 リ
ー

マ ン シ ョ ッ クによ る世界的不 況 を脱 し、次

代の 成長市場 と し て 、BRICs 等 の 新興諸 国の市

場が 注 目され て い る 。 い くつ か の 機関が 中長期 的

な経済予測 を出 して い るが 、 こ れ らの 国が経済成

長 を牽引する との 方向性 は揺 るが な い 。 た とえ

ば 、 日本経済研究セ ン タ
ーの 予測に よ れ ば、2005

年か ら2030年に か けて 、日本の GDP は 3 万 4
，
700

億 ドル か ら 4 万7
，
100 億 ドル 、米国 の GDP は 11万

900億 ドル か ら21万4
，
100憶 ドル 、EU が 11万1

，
600

億 ドル か ら16万 3
，
100 億 ドル に成 長す る の に対 し

て 、 中国が 7 万7
，
300億 ドル か ら 25万1

，
600億 ドル

へ 、イ ン ドが 3万 3
，
800億 ドル か ら10万 300億 ドル

へ と急成長する
U ）

。

　新 興諸 国で 経済成長 を牽引 して い る の は い わ ゆ

る 「中闇層」で あ る
（2＞

。 経済産業省 の 推計に よ

る と、ア ジ ア にお い て 、世 帯可 処分所得が 5
，
000

ドル 以上 35
，
000 ドル 未満 の 「中間層」は 1990年 に

1．4億人、2000年に 2．2億人 で あ っ た が 、2000年代

以 降 に 急増 し、2008 年 に は 8．8億 人 と な っ た 。 と

くに中 国、イ ン ド、ASEAN で の 中 間層 の 人 冂 の

伸 び が顕著 で 、世界 で 10数億 人 と され る 中 間層 人

口 の 大部分が こ の 地域 に 分 布 して い る こ と に な

る。21世紀 に入 り、ア ジ ア に 大 きな潜在力 を持つ

市場が 形成 さ れ る に 至 っ た と言 え る 。

　世 界経済 の 変容を受けて 、近年は国際経営 の 学

問領域で も新興国市場に着 目 した研 究が 増えて い

る。しか し、詳細な現場報告や 事例研究の 蓄積 と

は 別 に
（3）

、新興 国市場戦略 の 理論構築は まだ探

索的で ある 。日本企業な ど、先進国企業が新興 国

市場、と りわ け新興 国 の 中位 ・
下位市場に ア ク セ

ス を試み る ときに直面する参入障壁や経営課 題 を

ど う理解すれ ば よい だ ろ うか。またそ れ らを どう

克服 して い け ば よ い だ ろうか 。

　本稿で は、第 1節で新興国市場戦略を検討する

にあた り従来 の 国際化 モ デ ル が抱えて い る課題 を

述 べ 、第 2 節で 日本な ど先進国企業が新興国市場

に参入す る と きに直面す る課題 に つ い て 理解 を深

め る 。第 3 節で 、それ らを克服 し、経営戦略 を遂

行す る た め の 諸条件 を整理す る 。 第 4 節で は今後

の 研究課題を提示 し た い
。 本稿 は、文献調査 と代

表的 な事 例研究 に よ る 分析視 点 の 整理 と提示 をね

らい と して お り、探索 的研究 で あ る 。 本格的 な実

証研究 の 遂行 は 別稿 の 課題 とす る 。
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新 興国 市 場戦略の 諸観点 と国 際経 営論

1　 従 来の 国際化 モ デ ル の 課題

　新興 国市場戦略の 研究が 近年注 目を集め つ つ あ

る の は、単に 投資先が 成長市場で あ る とい う理 由

だけで は な く、そ こ に従来 の 国際化 モ デ ル との

ギ ャ ッ プ が 存在 し 、研究の 理論 的 ・実証的 な発

展 が期待で きるた め で ある。結論か ら言 え ば 、伝

統的な国際化モ デ ル は 、漸進性 （gradu 副ism）、

経路依存性 （path　dependence ）、内部完結性

（internal　conlpleteness ） な どの 特徴 を有する よ

うに 思 われ る が 、新興国市場戦略 を分析す る に あ

た っ て は、こ れ らの 特徴 を尊重 しつ つ も、そ れ を

批判的に見 る こ とが 必要で ある 。
い くつ か の 論点

が あ りうる の で 、冒頭 で 整理 して お きた い 。

　 第 1 に 、従来 の 多 国籍企 業論 は 、 主に先進国

企 業 を 扱 い 、投 資母 国 の 経 済発 展段 階 や 商 慣

行 、 文化 と共通性の ある先進 国市場 へ の 進 M を

中心 的に 議論 し て きた傾向が あ る （Arnold 　and

Quelch，1998；Sachs，1998） 。 新興 国 を対象 と し

た場合 も、低賃金労働 を求めた生産拠点進 出や、

限 られた富裕層市場へ の ア ク セ ス な ど を扱 っ て き

た 。し か し市場 ピ ラ ミ ッ ドの 上位層 （top　of　the

pyramid ）に ア ク セ ス する場合 で す ら、法制度や

商慣行の 違 い が顕著で 、多 くの 困難を伴 っ て い た

（Hoskisson 碗 砿
，
2000）。 ま して や途 上 国 の 中

位層 （middle 　of 　the　pyramid 、 ない しは MOP ）

や 下位層 （bottom ！base　of 　the　pyramid 、な い

しは BOP ） へ の 市場参 入に つ い て は 看過 され て

きた きらい す らあ る （Arneld　and 　Quelch， 1998；

London 　and 　Har し
，
2004；Praharad ，

2010 ） 。

　 第 2 に 、 従来の 国際化 プ ロ セ ス 論で は 、 国際化

の 進展 とと もに、企業が参入 国 の情報や知識 を獲i

得 し、経営 資源 の 開発 し なが ら、漸進 的 に 国 際

化 を進め る モ デ ル を想定 して い た （Johanson　and

Wiedersheim −Pau1
，
1975；Johanson 　and 　Vahlne

，

1977 ；Johanson 　and 　Vahlne
，
1990） 。 た とえ

ば 、 ヨ ハ ン ソ ン ら は 、　「客観 的知識 （objective

knowledge ） 」 と 「経験 的 知識 （experiental

knowledge ）」 を分 け、市場参入 の 際 に は 、後

者 の そ の 市 場 固 有 の 経 験 的 知識 を い か に 蓄積

す る か が 、参入 判断 の 精度 を高 め る と考 えた

（Johanson 　and 　Vahle
，
1977）。こ の モ デ ル は 海

外市場参入 の 標準理 論 と な っ た が、しか し同時 に

こ の モ デ ル へ の 批判 も行わ れ て きた 。 た とえば 、

（1＞彼 らの 国 際化 モ デ ル は市場 参入初 期 の 分析 に

は適する が 、既存市場資産 との 連続性の 範畴を超

えた 、よ り拡張的 な 国際 化戦 略 の 分 析 に は必 ず

しも適 さな い （Melin，
1992；Elango　and 　Pat七naik

，

2007）、（2＞企業 の 意思 決定 を や や 受動 的 に捉 え

て い る （Cavusgil，
1980）、（3）国際化 を測る 尺 度が

やや単
一

的 で あ り、新興国市場へ の 製品浸透を分

析する 際に 、 次節以降で 述 べ る よ うな現 地法人 の

経営の 革新的側面 を捉 えに くい 、な どの 問題があ

る 。 ゆ えに 、 従来の 国際化モ デ ル の 長所 を取 り入

れなが らも、こ うした短所を補完する 視点が 必要

に なる 。

　 第 3 は、新興国市場参入の 資源 （resources ）

や能力 （eapabilities ） の 不足 や 欠如に つ い て で

あ る 。 成熟 し た先進諸国 と は異 な り、新興 国
’
市場

で は、ビ ジネ ス に必 要な資源や能力、諸制度な ど

が未開発 な状態にある こ とが多 く、 参入企業は、

そ の 制約 を熟 知 した うえ で 、チ ャ ネ ル シ ス テ ム の

構築や資源開発に 長期的に 取 り組 まねば な らな い

　（Arnold　and 　Quelch， 1998）。と りわ け途上 国の

下 位市場 （BOP 市場） で ビ ジネ ス を行 うに は、

資源 開発 が 決定 的に 重 要 で あ る （London 　and

Hart
，
2004 ） 。 資源 開発 や能力 開発 の 視 点 に つ い

て は 、 従来の 国際化戦略が 論 じて きた 以上 の アテ

ン シ ョ ン の 当て方が必 要で ある 。

　 か つ て 、プ リ ン ス トン 高等研究所の ハ ーシ ュ マ

ン 名誉教授 は 、当時世界銀 行の 管轄下 に あ っ た

11の 大規模 開発 プ n ジ ェ ク トを観察 し、有名 な

「Hiding　Hand の 原理」 を見出した （Hirschman，

1967） 。 彼は 、開発 プ ロ ジ ェ ク トの 内容 や技術 的

性格 に よ っ て 、現地 の 人 々 の 意識 や経験 、組 織 能
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力や 制度な どの諸変数が どう影響を受けるか を見

よ うと した 。 た とえば 、 （D プ ロ ジ ェ ク ト遂行の

際 の 現地環境 が あ ま りに劣 悪 な場 合 、  プ ロ ジ

ェ ク トの 技術的な要求水準が 高す ぎる 場合 、（3）

プ ロ ジ ェ ク トが参加者 に対 して排他 的に 設計 され

て お り、参加者 の 主体的な学習 の 余地 が な い 場合

な どは 、 参加者はそ うした状況 を受動的に 受け入

れ る の み で、主体的 にそ れ を変 える とい う意識

に至 らない
。 こ うした状態は 「状 況受動 （trait−

taking）」 と呼ばれ る 。 他方、プ ロ ジ ェ ク トに参

加者が 主体的に 関与する余地があ り、そ れが彼 ら

の 主体的 な学習や意識改革 を進め うるな ら ば 、そ

うした状態は 「状況能動 （trait−making ）」 と呼

べ る。プ ロ ジ ェ ク トが成功する に は 、プ ロ ジ ェ ク

トの 参加者が 、状況受動か ら状況能動へ と意識や

態度を変 え 、 自発的な学習を通 じて 、諸資源の 開

発 を進めて い く必要が ある 。 そ うした 学習や開発

が うま く進む ように、プ ロ ジ ェ ク トの 初 期 リ ス ク

を意図的に隠 し、コ ン トロ
ール する こ とをハ

ーシ

ュ マ ン は 「Hiding　Hand 」 と呼んだ の で ある。新

興 国 の プ ロ ジ ェ ク トで頓挫 しが ちな資源關発や能

力開発 を戦略的に進め る こ とが プ ロ ジ ェ ク トの 成

功 に 欠 かせ な い こ と を示唆す る古典 的研 究 で あ

る 。

　 第 4 に 、い わ ゆ る 「トラ ン ス ナ シ ョ ナ ル モ デ

ル 」 を超えるス テ
ーク ホ ール ダ

ー
アプ ロ ー

チ の 必

要性 に つ い て で ある。1980年代後半か ら90年代 に

かけて 、多国籍企 業内部の 本社 と現地子会社 の 関

係 を中心 とす る 企業内ネ ッ トワ ーク の 分析 に焦点

が 当 て られ て きた。 こ の 中 で 現地子 会社 の 主体的

な役割を検証する研究 も行わ れ て きた （Bartlett

and 　Ghoshal
，
1989；Ghoshal　and 　Bartlett

，
1988；

Birkinshaw ， 1997； Nobel　 and 　Birkinshaw
，

1998）。た とえ ば、Birkinshaw （1997） は、海

外現地法人 に よる市場機会 へ の 対応 と企 業家 に よ

る働 きか けの 重要性 を指摘 し、彼 らに よるイ ニ シ

ア テ ィ ブ を統計的に検証 した
（4 〕 。Ghoshal　and

Bartlett（1988）も、現 地子 会社の 主体的属性と

し て 、 （1）現地子会社 に お ける ス ラ ッ ク資源、（2）

意思 決 定 にお ける現 地子 会 社 の 裁 量 、（3）親会 社

の 目標や価値観 と の 規範的統合、（4）現 地子会社

内の 管理者 間 の コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン の程 度、（5）

現 地子会社 と本社や 他 の 現地 子会社 と の コ ミ ュ ニ

ケーシ ョ ン の 密度、な どを挙げ、それ らの 諸変数

と現地子会社発 の イ ノ ベ ーシ ョ ン の 創造、適用 、

拡散な どとの 関係性を検証 して い る 。

　 こ れ ら の 既 存研 究 の 重 要性 は変 わ らな い が 、

一
方 で 、彼 らの 視 点は多 国籍企 業内部の 組織 ガ

バ ナ ン ス や ネ ッ トワ
ー

ク に向 け ら れ て お り、

全 般 的 に 冒頭 で 述 べ た 内 部完 結性 （internal

completeness ）が 強い こ と も否め な い 。従来か ら

の 国際合弁事業研究に お い て も、合弁 パ ートナ
ー

と の 所有関係や取引 コ ス トな どは論 じられ て きた

カ
s
　（Harrigan ，

1986
，
1988；Hennart ， 1991；Yan　and

Gray
，
1994

，
2001；Mjoen 　and 　Tallman

，
1997；Luo ，

Shenkar　and 　Nyaw ，　2001＞
（5）

、パ ー
トナ

ーと の 関

係を超 え る、社会的 な ス テ
ー

クホ
ー

ル ダーとの 幅

広 い 関係 を論 じ る視点は 、や や希薄 で あっ た 。 し

か し近 年に な り、旧社 会主義 国 を含 む新興 国経済

が急成 長 し、企 業 の 途上 国中位 ・下 位市場 へ の ア

クセ ス の 必要性が出て くる と、 ス テ
ー

クホ
ール ダ

ー
関係 を もう少 し広 く捉え、参入市場で の 共 同体

や社会で の 利 害関係者 との 関係性や社会的埋め込

み な どを分析対象 とし、そ こ で の 関係的資産 とプ

ロ ジ ェ ク トの 成果 との 関係 を分析す る研究 も増え

て きた （Luo ，
2005

，
2006；Zhou ，

　Poppo 　and 　Yang
，

2008；Elg ，
　Ghauri　and 咀arnovskaya

，
2008＞ 。

　 従来の 国際化 モ デ ル に は、こ う した課題が指摘

され て い るが 、新興国市場戦 略研究 の 中 で は 、そ

れ らが どの よ うに考慮され て い る の か 。 本稿 は そ

こ に 焦点 を当 て て み た い
。

ll 新興 国市場 戦略の ジ レ ン マ

　前 節 で は 国際 化 モ デ ル の 課 題 を整 理 し て きた

一3一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Japan Academy of International Business Studies

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　工nternational 　Business 　Studies

新興国市場戦 略の 諸観点 と国際経 営論

が 、 第 2 節で は 、 日本企業などの 先進 国企業が、

新興 諸 国 の 中位層以下 の 市場 に製品浸透 を図る場

合に 直面 す る参入障壁 や経営課題 に つ い て 、考察

を行 う。

1 ，市場 ピ ラ ミ ッ ドの 動き

　最初 に主要新興国 の 市場 ピ ラ ミ ッ ドの動 きか ら

見て み る 。 経済産業省 の 定義に従 い 、年可処分

所得が 35
，
000 ドル 以上 の 階層 を 「上位所得層」、

5
，
000 〜35 ，000 ドル 未満 を 「中位 所得層」、500〜

5
，
000 ドル 未満 を 「下位所得層」とす る

（6 ）
。 図 1

（A）は 、こ の 規定に従い 、1990年 と2008年の 各

国の 年可処分所得別の 人口構成の推移 を見た もの

で あ る。図 1 （B ）は こ の うち、上 位所得層 と中

位所得層の 人 口構成 の 推移 の み を示 して い る。

　両図か ら
一

目で わ かる の は、約20年 の 間に 、中

国や イ ン ド、ASEAN の よ うな ア ジ ア の 大 国 や 経

済圏 に、きわ め て大 きな中間層市場が 出現 した こ

と で あ る 。 ア ジ ア の 中で 、2008年時点で も上位所

得層が 最大の 国は 日本で ある 。 しか し中位所得層

に 目を向け る と、1990年には 日本が ア ジ ア で は最

大規模の 中間層人口 を保有 して い たが、2008年に

は、中国や イ ン ドの 中間層人 口 が 日本 の それ を凌

駕 して い る 。 と りわ け中国 の 伸び は著 しい 。

　 しか し、図 1 （A ）を見 る と、こ の 間 の イ ン ド

と 中 国 の 可 処分 所 得 別人 口構成 の 動 き に は大 き

な違 い が あ り、 中国で は下位所得層 の 人 口 は増 え

ず、中位 所得 層 と上位所得層の 人 口 が増えて い る

の に対 して 、 イン ドで は 、 中位所得層 と上 位所得

層 の 人 口 も増 えて い る が、それ に加 えて 、下位所

得層の 人口 も大幅に増加 して い る。

　 こ れ らか らわか る とお り、近年 の ア ジ ア にお け

る大規模な中間層 の 出現、そ して こ れ らの 国の市

場開放ス テ ッ プ は 、日本な ど先進国企業 に と っ て
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図 1 （A−1）主要 国 の 可 処分 所 得別 人口 構 成

　 　 　 　 　 　 （1990 年）
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図 1 （B−1）主 要 国 の 可 処分 所 得 別 人 ロ 構 成 ：

　 　 　 　 上位 ・中位 （1990 年 ）
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図 1 （A −2）主 要国 の 可 処 分所得別 人 口 構 成

　 　 　 　 　 　 （2008 年 ）
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　　　　　　　　　　 竄済

　 図 1 〈B−2）主 要 国の 可処 分所 得別 人口 構成 ：

　　 　　　 上位 ・中位 （2008 年）
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（出 所 ） 総 入 口 は 総 務省 統 計局 （http：〃www ．stat ．go．jp／data／sekaifO2 ．htm ＃h2−01）、所得 階 層構

成 比 はLS −Partners「ア ジ ア 新興 国市場 と人 々 の 生 活」、各国政 府 デ
ー

タ に もとづ き著者作成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 図 1
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も大きな ビジネス チ ャ ン ス で あ る 。こ れ らの 国の

中間層市場形成は 、 大方の 予想 を超 え る ス ピード

と規模 で進 ん で お り、そ の 動 きの 速 さ と大 きさ

に 、 先進国企業の 多 くは十分な対応が で きずに い

る の が実態で ある 。 仮に今、もし企業が 1990年 の

ような世界観で ビジネス を進め て い れ ば、そ うし

た企業 は今後の 成長戦 略 を見誤 る 可 能性 すらあ る

だ ろ う。

2 ．新興国市場戦略の ジ レ ン マ

　 日本企業な ど先進国企業が、成長する新興 国市

場 で ビ ジ ネ ス を展 開す る際 に まず課題 となる の

は、こ れ まで本 国や他 の 先進国市場で 培 っ て きた

製品 や ビ ジ ネス モ デ ル が 、所得水準か ら見れば下

位 の 新興 国市場 にお い て そ の まま受け入れ られ る

わけで は な い とい う点で ある 。 彼 らの 課題は 、こ

れ まで 事業を成功 に導 い た戦略が先進国市場 をベ

ー
ス に形成され、経営 資源 も概 ねそ れ らの 国 に依

拠 して い る こ とその もの に よ る 。 それ ゆえに 、 既

存戦略 とは条件が大き く異な る市場 に参入する場

合に は困難を伴 うケ
ー

ス が少 な くな い 。

　多 くの 先進 国企業 に と り、途上 国 は もと もと先

進 国 の 補 完 的市場 と い う位 置づ け で あ り、先進国

市場で 築 い た製品ライン か らロ ーエ ン ド製品 を投

入するな ど して きたが、それ らは所詮現 地市場で

企 画された もの で はな く、 販売や 生産 、 調達の 方

法 も 、 既存市場 の もの を多少修正 し て 持ち込む に

留 ま っ て い た 。 そ うした製品や 方法 は、途上 国市

場で は
一

部の 上位市場 に 受容 されるが 、 中位以下

の市場 に大きな浸透力 を持た なか っ た 。

　 よ り根本的な問題は 、先進国市場 に お い て 、先

発企 業が競 争優位 を築 くた め に開発競争で鎬 を削

り、互 い に差別化競争を行うほ ど、下位で ある新

興国中間層市場 に は十分な経営資源 を割けな い こ

とで あ る。結果、彼 らの 多 くは当初市場で 競争優

位を築 い た と して も、瞬 く間 に後発 国企業 に市場

シ ェ ア を奪われ て しまう。 こ うした現象は、先進

国企業に とっ て の 「新興 国市場戦略の ジ レ ン マ 」と

言 い うる （天野 ，
2009 ；新宅 ・天野 ，

2009）。 先進国企

業に と っ て の 課 題 は 、こ の ジ レ ン マ を い か に 克服

する か とい う点に あ り、先進国市場 で 開発競争や

差別化競争で 競争優位を確保 しなが ら 、
い か に新

興国 中間層 市場 に適切 な資源 配分 を行 い 、市場浸

透 を推進す る か とい う点に ある （図 2 を参照 ）。

　 イ ノ ベ
ー

シ ョ ン の 分 野 で 著名 な先行研究 の 1

つ に、ハ ーバ ー
ド大学 の ク リ ス テ ン セ ン 教授 の

『イ ノ ベ ー
シ ョ ン の ジ レ ン マ （訳書）』 が ある

（Christensen， 1997）。 こ こ で 述 べ た先 進国企

業の 新興 国市場 で の ジ レ ン マ は 、同書 の 「イ ノ

ベ ータ
ー

の ジ レ ン マ 」に本 質が似 て い る （新宅
，

先進国

先進 。 市場 で

の 差別化戦 略

の 方向性

方 向

透 の

）

図 2　 新興国市場 戦略 の ジ レ ン マ
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2009 ； 新宅
・
天 野 ；2009）。ク リス テ ン セ ン は

「持続 的技術 （inerementa1 　teehnology ）」 と

「破壊的技術 （disruptive　technology）」 を分

け、莇者 を メ イ ン ス トリ
ーム の 製品 パ フ ォ

ー
マ ン

ス の改善に寄与する 技術 、 後者 をメ イ ン ス トリ
ー

ム の製品 パ フ ォ
ー

マ ン ス を
一

時的に は低下 させ る

が 、周辺 （一般に は新興 ）の 顧 客の 価値創造 に寄

与 し、将来的に は メ イ ン ス トリ
ーム の 技術を も凌

駕 しうる技術 と定義 した。リ
ー

ダ
ー

企業は、既 存

顧客 と の 関係 を重視 し、メ イ ン ス ト リ
ーム の 製 品

パ フ ォ
ーマ ン ス に寄与する持続 的技術 の 開発を積

極的 に行 うが 、破壊的技術の 開発 や投資は行 い に

くい
。 リ

ーダー企業に はそ の よ うな ジ レ ン マ が存

在す るが 、そ の こ と を 「イ ノ ベ
ー

タ
ー

の ジ レ ン

マ 」 と呼 んだ 。

　同書 はまた 「破壊的 イ ノ ベ
ー

シ ョ ン （disrupti−

ve 　innovation）」とい う概念 を提唱 して い る。こ

れ は 、メ イ ン ス ト リーム の 顧客 の 声を必ず し も積

極的に 聞かず、最初 は低 マ
ー

ジ ン しか約束 され て

い ない 周辺的な製品の 開発に投資 し、破壊的技術

に よ る顧客価値創造 を積極的 に進め て い くこ とで

ある 。 メイ ン ス トリ
ー

ム の 顧 客 を相 手に して い る

リ
ーダー企業に と っ て 、破壊的イノ ベ ーシ ョ ン へ

の 対応 は容易で はな い 。む しろ 、メ イ ン ス トリ
ー

ム の 顧客関係 の 制約 が 少 な い 新興企 業が破壊 的 イ

ノ ベ ーシ ョ ン を積極 的に進め る 誘因を持 つ
。 新興

国市場に お い て も、後発 の 台湾や 韓国な ど の 企

業 、 ある い は 中国や イン ドなどの 現地企業 の ほ う

が、そ うした イ ノ ベ ーシ ョ ン に は対応 しや すい の

で ある 。

　 先進国企業が 下位 の新興国市場に対応する こ と

の 難 し さ に は 、不確 実な市場 に お ける能力や経験

の 不足 とい う問題 に加え て 、よ り本質的に 、こ う

し た 構造的 な問題 が 横 た わ っ て い る と 考 えられ

る 。

3． ア ジア の プリ ン タービジ ネス

　ァ ジ ア の プ リ ン タ ービ ジネ ス の ケ ース を見なが

ら、こ の 点 の 理 解を深 め た い 。 と りあ げる の は、

セ イ コ ーエ プ ソ ン の ブ リ ン タ ービジ ネス で あ る

（中川
・
天野

・大木
，
　2009）。 同社 は、 もと もと

時計事業で培 っ た精密加工 技術 を用 い て プ リ ン タ

ー
事業 を立 ち．ヒげた。1990年代 に は イ ン ク ジ ェ

ッ トプ リ ン タ ーで 急成 長 したが 、従前の 経緯 を

見 る と、イ ン ク ジ ェ ッ ト プ リ ン タ ーを立 ち 上 げ

る 前 に、 ドッ トマ i・リ ッ ク ス プ リ ン タ ー （以 下 ，

SIDM ： シ リア ル ・
イ ン パ ク ト

・
ドッ トマ トリ ッ

クス ） を立ち上 げ、時計の 精密加工技術 を、 まず

こ の 製品分野 に適用 して技術 を高度化 した後に、

それ を イ ン ク ジ ェ ッ トプ リ ン ターの ヘ ッ ド加工 技

術 な どに転用 し、ピエ ゾ式ヘ ッ ドの低 コ ス ト化 と

小型化、さらには カ ラ
ー化 と高速化 に対応するヘ

ッ ドの 開発 な ど の イ ノ ベ ーシ ョ ン に 成果 をつ なげ

て い っ た （藤原
，
2008 ；青島 ・北村

，
2008） 。

　 こ の 間 、
エ プ ソ ン の 事 業構 造 は 、時 計か ら

SIDM 、そ して イ ン ク ジ ェ ッ トプ リ ン タ
ー

に 主力

が変化 して い っ た 。 1990年代以降、プ リ ン タ
ービ

ジネ ス で は 、イ ン クジ ェ ッ トプ リ ン タ ー事業が

大幅に拡大 し、SIDM は業務特殊用途 と して 細 々

と生 き残 っ た
（7 ）

。 しか し 、 周知の とお り、イ ン

ク ジ ェ ッ トプ リ ン タ
ー

で は、同業問の競争が激 し

く、プリ ン タ
ー

の ハ ー
ドの 製品単価 は大幅 に下 落

した 。 代わ りに 、 各社 はハ ードで はな く、 イ ン ク

カ
ー

トリ ッ ジな どの サ プ ラ イ品で 収益 を得る 「サ

プ ラ イ ビジネ ス 」を確立 して い っ た
〔8）

。

　 こ れが 日本 や北米 な どの 先進 国市場の 主 な トレ

ン ドで あるが、アジア市場で も同 じ動 きが起 きた

の だ ろ うか 。 じつ は そ うと も言 い 切 れ な い と こ ろ

に こ こ で の 論点が あ る 。つ ま り、ア ジ ア 市場で

は、SIDM は む し ろ 幅広 い ユ ーザ ーか ら支持 を得

て 、地位 を確立 して い っ た。一方、イ ン ク ジ ェ ッ

トプ リ ン タ ーは、市場 は伸び て い る もの の 、サ プ

ラ イ ビ ジ ネ ス の 確立 を困難 に さ せ る 状況 が 起 き て
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い る。なぜ か 、以 下 で説明 した い 。

　まず SIDM の 方で ある が 、 こ の 製品は 、 サ プ ラ

イ ビ ジ ネ ス が確立 す る前 の モ デ ル で あ り、ハ ー

ドの価格が ロ ーエ ン ドの もの で も7 万円以上 と高

い 。 そ の 反面、消耗品の リボ ン カ ー
トリ ッ ジが黒

単色 の 純正 品で 1
，
500 〜2

，
000 円と手頃で ある 。 さ

ら に カ
ー

トリ ッ ジ の 中の リ ボ ン だけ を交換する こ

と もで き、そ れ だ け で あれ ば 1 回 1
，
000円以下 と

安価で ある 。
こ の オ プ シ ョ ン を考 え れ ば 、 SIDM

は、ハ ー
ドの 価格が高 い も の の 、サ プ ラ イ商 品が

安価 なビジ ネス モ デ ル だ と言える
廟

。

　 じつ は 、こ の こ とが ア ジ ァ 市場で は重 要 で あ

る 。 SIDM の 主 なユ
ーザーは ビジ ネ ス 顧客 で あ

り、小 売店や レス トラ ン 、ホ テ ル な どの領収書の

印刷や 、銀行 にお け る通帳 の 印刷、駅 で の チケ ッ

トの 印刷な ど、毎 日 の 業務の 中で 使わ れ る た め 、

ど うして も印刷量 が多 くな る 。 そ の ため、ハ
ー

ド

の 価格 とい うよ りも、品質 の 良い 純正 の イ ン ク カ

ー トリ ッ ジ とそ の 値段の 安さが 重要で ある。また

イ ン ク も市場で の 調達可 能性が 高 くな けれ ばな ら

な い 。一
方ハ ードに つ い て は、そ の信頼性や耐久

性が重視 され る 。 SIDM は ヘ ッ ドの 構造 上故障 し

に くく、耐久性が あ り、多少 の 劣悪 な 環境で も印

刷を持続で きる 。 仕様 も比較的単純で 、
ユ

ー
ザー

が操作 しやす い 。
エ プ ソ ン もサ

ービ ス ネ ッ トワ
ー

ク をアジ ア全域 に 形成 して お り、 顧客側で 故障な

ど の トラ ブ ル が あ っ た と きに はす ぐに対 応 で き

る 。 こ れらが途上 国の業務用市場の 第一線で エ プ

ソ ン の SIDM が 長 く支持 され て きた理 由 で ある。

現 在、同社 の SIDM は 全世界 で 約60％ の 市場 シ ェ

ア を持つ が
（1叺 多くが 途．ヒ国で の ビ ジ ネ ス で あ

る 。

　 一方 、 イン クジ ェ ッ トプリ ン タ ーは どうだ ろ う

か 。市 場 の トレ ン ドと し て は、イ ン ク ジ ェ ッ ト

プ リ ン タ
ー

は拡 大 基調 に あ る。 しか しイ ン クジ

ェ ッ トプリ ン タ
ー

は、サ プ ラ イ ビ ジ ネ ス の 典 型 で

あ り、ハ ー ド本体 の 価格が 、A4 サ イ ズ 対応 で

15
，
000円か ら40

，
000円ま で の 価格帯が主流 で ある

が 、イ ン ク カ ー トリ ッ ジ は、通常 は数色 パ ッ ク

の カ ラ
ー

カ
ー

トリ ッ ジ を買 うた め、 4 色 な ら約

4
，
000円、 6 色なら約6

，
000円 、 9 色な ら約9

，
000円

にな る
〔ユユ）

。

　 イ ン ク ジ ェ ッ トプリ ン ターが 日本や米国の 家庭

用市 場 に 浸 透 した背景 に は、業務用 ユ
ー

ザ
ー

と比

べ 、ホ ーム ユ ー
ザ
ーは ヘ ビ ー

ユ
ー

ザ
ーで は な い と

い う事実が ある 。 家庭で は 、 デ ジ タ ル カ メ ラ で 撮

っ た写真 をプ リ ン トした り、年賀状 に 印刷 した り

する が 、 そ れ らに使 うイ ン ク の 量は業務用 と比 べ

る とは るか に少な く、顧客は イ ン ク カートリ ッ ジ

の 値段が 多少高 くと も、純正品 を購入 する こ と に

負担 を感 じない 。

　 だが業務 用 の ヘ ビ ー
ユ ーザ

ー
の 多い ア ジ ア市場

で は どうだ ろ うか 。 た とえば、イ ン ドネシ ア な ど

で は、小 売店 の 店主が チ ラ シ をつ くる時に 、
パ ソ

コ ン 上 で 図柄 をデザ イ ン して 、自分 で プ リ ン トア

ウ トして 、 配布する 。製品パ ッ ケ
ージ も簡単 なも

の は 自分 たちで デザ イ ン して つ くっ て しま う。 す

る と、プリ ン タ ーに は大量 の イ ン ク が 使われ る よ

うに な る。 こ の よ うな環境 で は、純 正 品 の イ ン ク

の 値段 の 高 さ は、ラ ン ニ ン グ コ ス トの 上 昇 に つ な

が る た め 、 顧客は で きる だ け支出を抑えた い と思

うよ うにな る 。

　 その よ うな理由か ら 、 近年の アジ ァ市場で は 、

中国製の 安価な非純正 イ ン ク や イ ン ク カー トリ ッ

ジが大量に 出回 り、純正品 ビジ ネス を侵す存在と

な っ て い る。非純正 イ ン ク を大量 に使用 で き る よ

うに プリ ン ター本体 を改造す る業者 も現 れ、純正

品 ビ ジ ネ ス の 大 きな ボ トル ネ ッ ク とな りつ つ あ

る 。

　 こ の 事例 は途上 国市場展開 の ある種の 「ねじれ

構造 」 を示 唆 して い る 。 つ ま り、先進 国 で は、技

術 や ビ ジ ネ ス モ デ ル が 進化 した結果、SIDM は衰

退 し、イ ン ク ジ ェ ッ トプ リ ン タ
ー

に よる サ プ ラ イ

ビジネ ス モ デ ル が支配的 に な っ た 。し か し ア ジ ア
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市場 で は、こ うした単線 的変化 とい うよ りも、

SIDM な ど の 旧式 の プ リ ン タ ーも、 しか る べ き理

由で 途上 国 の 顧 客か ら支持 され、広 く市場に 浸透

して い っ た 。

一方、イ ン ク ジ ェ ッ トプ リ ン タ ーで

は、サ プ ラ イ ビ ジネ ス に 課題 を抱 え て い る。プ リ

ン タ
ー

と い う一つ の 商品 を と っ て も、先進 国市場

と途上 国市場 で は 顧客 ニ ーズ が か な り異な り、 ビ

ジネ ス も影響を受けて い る 。

　 じつ は 、新興国市場展開で は、多 くの 製品や ビ

ジネ ス で 、こ うし たね じ れ構造の存在 が確認 さ れ

る 。 こ れ に 対 処する には、古典的 で は あるが 、先

進国企業が現地市場の 潜在 ニ ーズ を正 し く把握す

る努力 を払い 、現地市場 を起 点に製品や ビ ジネ ス

モ デ ル を再構築する こ とで ある ． 先進国か らの 製

品や ビ ジネ ス モ デ ル の
一

方的な発信や技術プ ッ シ

ュ に終始 して い て は、こ うした構造の 根本的な解

決に はなか なか至 らな い だ ろ う。

皿　 非連続な市場へ の 適 応 と創造 ： 5 つ の 分

　析視点の 整理

　既 存 の 国際化理論 の 範疇 を超えて、新興 国市場

戦略論で は 、先進国企業は、そ れ まで 成功体験 を

積ん だ市場 とは、質的に も量的に も条件が異な る

市場 に対峙 しなければならない
。 対象市場は、所

得水準も大幅 に異な り、市 場 イ ン フ ラ や 消 費者 の

商品知識 も未発達 で あ る 。 資源 開発 を怠れ ば 、生

産や 開発が頓挫する 。 先進国市場で 成功 を重ね た

企業ほ ど、そ の 方法に固執す るた め、新興国市場

で不適合 となる リス ク は高 くなる 。 新興国市場戦

略 には、過去 の 国 際化戦 略 とは異 なる非連続性 と

固有の 参入障壁が存在す る 。 こ うした市場に どう

ア プ ロ
ー

チすれ ば よ い か、こ こ で は そ の 観点 を整

理 した い 。

1 ．資源再 配分 と組織 調整 ； ジ レ ン マ の 発生

要因 と解法

　まずク リ ス テ ン セ ン が 『イ ノ ベ ーシ ョ ン の ジ レ

ン マ 』 の 中で 論 じ て い る ジ レ ン マ の 発生要 因 と

解法 （Christensen， 1997 ＞に つ い て再度 と りあげ

る。彼 はジ レ ン マ の 発 生要因 とそ の対応策に つ い

て次 の 4 つ の 観点か ら考察 して い る 。 新興 国市場

参入を考え る うえ で も重要 なの で 、 以下 に要約 し

てお きた い 。

（1）資源 依存 の 理 論 （theory 　of 　resource

　　dependence ） ： リ
ー

ダ
ー

企業は 既存 の 顧

　　客や 投資家に 自社の 経営資源 を割 い て お

　　 り、新 興市場 に資源再配分 を行 うこ とが

　　難 しい

（2）新興市場の 規模 の矮小 性 ： 小 さな市場で

　 　 は 、 メ イ ン ス トリ
ーム にあ る リ

ー
ダ
ー

企

　　業の 成長 ニ
ーズを満たすこ とが で きな い

（3）新興 市場の 不確実性 ・
不透明性 ： リ

ー
ダ

　　ー企業 に とっ て 、存在が保証 されな い 市

　　場 は分析 で きな い

（4）製品技術 と市場 ニ ーズ の ミ ス マ ッ チ ： 製

　　品の 技術パ フ ォ
ー

マ ン ス と市場が求め る

　　技術水準 との 間 には必 ず しも適合 関係 が

　　保証 され て い ない

　第 1 に 、既存 の 顧客や投資家へ の 資源依存の 制

約 を克服する ため に は、破壊的 イノ ベ
ー

シ ョ ン を

担 う事業体に対 して 、大幅に権限 を委譲する必要

が あ り、 （1＞それ らの 事業体 を企業 の メ イ ン ス ト

リ
ー

ム か ら切 り離 して ス ピ ン ア ゥ トさせ た り、 

経営者が 、 強力なリ
ー

ダ
ーシ ッ プを発揮 して 、既

存技術 か ら破壊的技術へ の 大胆 な資源再配分の マ

ネジ メ ン トを行 うこ とが 欠かせ ない 。

　第 2 に、市場規模 矮小 性 の 問題 につ い て は、市

場 規模 に組織規模 を合 わせ る必要 が あ る。具体的

には、（1）小 さな規 模 で 利 益 を 出すこ と、（2）市場

が あ る程 度大 き くな る ま で 参入 を見合 わせ る こ

と、（3）小 さな事業の 成 功が 意味を なす ような小

さな組織 に事業 を任せ る こ と、な どに よ り、まず
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事業の存在意義を内外 に認知 させ 、 本社 によ り多

くの 資源配分 を仰 ぐこ とが 求め られる 。

　第 3 に、市場 の 不 確実性 や不 透明 性 に つ い て

は、破壊的技術が使 われ る市場で の 探索活動 を強

化す る 必要 を説 い て い る。あ る技術 をそ の 市場で

使 うか ど うか は 、まずそ の 市場 の 中 で探索活動 を

展 開 し 、 そ の 結果 しだ い で わ か っ て くる 。

…般

に、持続的技術の 市場領域 で は行動の 前に計画が

行 われ るが 、 破壊 的技術 の市場領域で は 、 計画の

前に行動あ りきで 、行動に よ る新興市場で の 経験

知 の 蓄積が重視 され て い る
（12）

。

　 第 4 に、供給側 の 技術水準 と市場が求め る技術

水準の ミ ス マ ッ チ に 関 して は、技術 パ フ ォ
ーマ ン

ス の 上 昇 に合わ せ て 市場 を上 位移 行させ る よ うな

製品戦略や 、 ラ イ フ サ イ ク ル に合わせ て 、 技術的

に求め られ る機能 を変 えて い くか、あるい はそれ

らを組み合 わせ る か とい っ た解法が 提示 さ れ て い

る 。

　　「イ ノ ベ ーシ ョ ン の ジレ ン マ 』 にお い て 、 「新

興市場」 と い うの は、む ろ ん 途上 国市場を指 し て

い る の で はな く、技術 的に新 興性 の 高 い フ ロ ン テ

ィ ア市場全般 の こ とを指 して い る 。 しか し ジ レ ン

マ の 要因やそ こ か らの 先発企業へ の イ ン プ リ ケ
ー

シ ョ ン は、先進 国企業 に よるBRICs 等新興国 市

場へ の 参入戦略 を考え る ときに も適用可能な知見

であ る。た と えば、経 済発 展段 階が異 な り、市場

や 資源 の 条件が 先進諸国 と大 きく異なる 場合 に

は、現地側の事業体 を本国側 の メ イ ン ス トリーム

と は 切 り離 し、そ こ に権 限 を委譲す る 必要 が あ

る 。 現地で は市場範囲 を限定 し、そ の 中で 実験 ・

探索活動を進め なが ら 、 実地経験上 の知識 を蓄積

して い く。 そ の 中で、どの よ うな ビジネス が、現

地 市場に適合 し、競争環境 や コ ス ト状 況な どを考

慮 して も採 算に 乗 る の か、検討 を重 ね て い く必要

があ る。現 地市場で 求め られ る機能や価値 を探索

活動 か ら抽 出 し、技術 主導 で は な く、市場 主導で

ビ ジネ ス を企 画す る 必 要が あ る。組 織的 に は 小 さ

な成功が評価 される ように事業体の 規模 を小さ く

整 え 、 そ こ で 確実 に利益 が あが る よ うに 組織設計

す べ きで あ る、な ど で ある 。

　セ ブ ン イ レ ブ ン の 中国展開の ケ ー
ス か ら、こ う

した イ ン プ リケ
ー

シ ョ ン を考察 して み る （天野
・

高
，
2010 ） 。 製造業 と 比 べ 、小 売業 は ロ ーカ ル 性

が強 い 業種で あ り、 商品開発 を含め た マ ーチ ャ ン

ダイ ジ ン グ政 策 （以下 、MD 政策）の 現地化 を行

うこ とが必須で ある 。 ただ し業界で は こ の 点に つ

い て か な り企業差 異が あ り、 ウ ォ
ール マ

ー
トに代

表され る欧米系 の 大規模小 売資本 は、比 較的本 国

の MD ノ ウ ハ ウ を標準的に持ち込む こ とが多 い 。

対照的 に、セ ブ ン イ レ ブ ン の場合、ブ ラ ン ドや 基

本 的 な運 営方針 、情報 シ ス テ ム の 導入 な ど は 、ラ

イセ ン ス 元で ある 日本側の 契約方針 に よ っ て 定め

られ るが、店舗の 立地 戦略、店内設計、商品開

発 、 商品調達や 配送、価格戦略な ど の 意思決 定

は、現 地側 の MD 政 策に 大幅に委ね られ る 。つ ま

り、商品開発 とマ
ー

ケ テ ィ ン グ戦略 の 基 本的 な権

限が現地法人側に ほ ぼ 委譲 され て お り、 ロ ーカ ル

市場 で の MD の ミ ス マ ッ チ が起 きな い よ うな仕組

みが とられて い る 。

　 セ ブ ン イ レ ブ ン は 、 2002年 に セ ブ ン イ レ ブ ン

　（北京）を設立 し、2009年まで直営店の み で 北 京

市内に 75店舗 を開店 し て きた （そ れ以上 に フ ラ ン

チ ャ イズ形態 な どで 店舖数を増 や さ なか っ た）。

進出当時、彼 ら も市場調査 を綿密に行 っ たが、現

地市場で は、日用晶や 雑貨な どが 市 内の ロ ーカ ル

な雑貨店 で きわ め て 安価に販売 され て お り、それ

らと同 じ商材 で差別化する こ とはや や困難が あ っ

た 。 そ の ため 、
ロ ーカ ル市場の コ ン テ キ ス トに 合

わせ て 、 他 の 方法に よ り、い か に外資系組織小 売

特有の付加価値追求型 の ビ ジネ ス を展開する か と

い う点 に つ い て 、ス タ ッ フ は 懸 命 に 知 恵 を絞 っ

た。

　 セ ブ ン イ レ ブ ン の 北京市内の 店舗 は、オ フ ィ ス

街 と住宅街 が 混在す る 東部 の 朝陽 区 と大学や 研究
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機関が 軒を 連ね る 北西部の 海淀 区に 集 中 し て お

り、世 帯収入 5 〜 6千 元以上 の 客層の 市場に出店

を絞る ドミナ ン ト戦略を展開 して い る 。 顧客 ニ ー

ズを細か に調査 した結果、現地 で はお に ぎ りや総

菜、そ して定食な どを 「差別化商品」 にする と い

う判断に至 っ た 。 た とえば定食で あ る が 、昼時 の

オ フ ィ ス 街は昼食 を とれ な い 人 で あ ふ れ る 。中華

料理 は 通常 の レ ス トラ ン で あ れ ば 5 〜 6 人 で シ

ェ ア をする が 、 1 人で レ ス トラ ン に 入る 人は い な

い 。 しか し昼 時にはオ フ ィ ス で 働 く人 が忙 しい 中

で 1人 で も中華料理 を食べ た い とい うニ ーズ は存

在 して い た。そこ で セブ ン イ レ ブ ン は店舗の
一

部

を改良 してキ ッ チ ン をつ くり、温か い 中華料理 を

店頭で 簡易調理 を して 、リーズナブ ル な値段で 定

食式 に 販売す る ビ ジネス を展 開 した。組織小売の

メ リ ッ トを活かすた め 、セ ン ト ラ ル キ ッ チ ン で食

材 を カ ッ トして 、調味料 とと もに キ ッ ト化 し、毎

日 2 回店舗 に配 送す る 。 メ ニ ュ
ー

は 週次 で変更

し、店内に はイー トイ ン ス ペ ース もつ くっ た 。 こ

れ らは 日本の セ ブ ン イ レ ブ ン に もな い 試み で あ

り、最初は 日本側 も難色 を示 し た が 、現地 の イ ニ

シ ア テ ィ ブ で 遂行 し た。また お に ぎ りな どの 総菜

に つ い て も、中国 で は米飯 を蒸す の が 常識 だ が 、

それ で は形 と味の 良 い おに ぎりは つ くれな い た

め、水炊 き式を導入 し、そ の ため に特別 な工 場 と

契約 し、 衛生管理 な どの徹底 を図 っ た 。 生 野菜に

つ い て も中国で は農薬な どを懸念 して そ もそ も食

べ る習慣が なか っ たが、衛生管理 を施 した農場で

つ くられ た有機野菜の サ ラ ダを店頭に 並 べ た と こ

ろ 注文が殺到 した 。顧客は衛生 ・品質管理 の 高さ

を評価 し た の で あ る 。

　 約 7 年 以 上 に わ た る 直 営店 で の MD 政 策 の 結

果、彼 らの 売 上 の うち こ れ ら総菜 や 定食 な ど の 占

め る 比率は 5 割 を超 え る よ うに な っ た。 こ れ に よ

り地場の 中小小売店 と完全 な差別化 を図る こ と に

成功 した。個 々 の 店舗 の付加価値率 と利益 率 も大

幡に改善さ れ た 。現地法人で は 、 そ こ で 築い た ロ

一カ ル の ノ ウ ハ ウ を標準化 し、次 の 段階で 、よ り

オ
ー

プ ン な シ ス テ ム で ある フ ラ ン チ ャ イ ズ 方式に

よ っ て、そ れ をよ り広 範囲 に展 開 しつ つ あ る 。 そ

の 段階で は 、 相当規模 の海外投資を進め て い く予

定で あ る
（13）

。

2 ．市場志 向と コ ミ ッ トメ ン ト

　第 2 に、市場志向 （market 　orien 七ation ）と

マ ー
ケ テ ィ ン グ ・コ ミ ッ トメ ン ト （marketing

commitment ）の 重 要性 につ い て 述 べ る 。市場志

向に つ い て 、Felton （1959）は、　 「企業 の 他 の 諸

機能すべ て とマ ーケ テ ィ ン グ の 諸機能の 統合 と調

整する 企業の 心理的態度で 、企業 の 長期利益 の 最

大化 を図る こ と を 目的 とす る」 と述 べ て い る 。

Kotler （1988）は、 「顧客 フ ォ
ー

カ ス （customer

focus） 」、　「調整 さ れ た マ
ー

ケ テ ィ ン グ 活動

（coordina 七ed 　marketing ）」 、 「利 益志 向性

（profitability）」 な ど の要素が市場 志 向の 概 念

に 含 まれ る と し、Kohli　and 　Joworski （1990）

は、それ をふ まえ、市場志 向を 「現在 と将来の 顧

客 ニ ーズ と関係が ある 市場関連知識 （マ ー
ケ ッ ト

イ ン テ リ ジ ェ ン ス ）を組 織的 に創 出 し、そ れ ら

を、部門 を超 えて 組織的 に拡 散 させ 、組織的な反

応を喚起す る行為」と定義 した 。

　 中国や ロ シ ア な どの 旧社会主義国、また イ ン ド

な どの 大国で は 、 こ れ まで の ロ
ーカ ル 企 業の 市場

志 向は乏 し い とい う通念が あ り、参入企 業の 市

場志 向の 発揮 は、彼 ら の 経営業績に プ ラ ス の 影

響 を与 え る 可 能性が 高 い と され て きた 。 た とえ

ば、Ge　and 　Ding （2005）は、371 の 中 国製造企

業 を対象 と した 定量分析 を行 っ た が 、そ こ で 「顧

客志 向性 （customer 　orientation ）」、　 「競争志

向性 （competitor 　orientation ）」 、 「部門間調整

　（interfunctional　coordination ）」の 3 つ の 観点

か ら中国企 業の 市場志向を測定 し、 競争戦略や経

営業績 と の 関係性を分析 し た 。 結果、企業の 市場

志向は イ ノ ベ ーシ ョ ン や 品質向上 、
コ ス ト追求な
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どの競争戦略の 諸要素や経営業績に プラス の効果

を持 つ とわか っ た。

　Kwon 　and 　Hu （2001 ）は 、韓国 の 中小企 業 を

対象に 、 国際化 （internationalization） と国際 マ

ー
ケ テ ィ ン グ

・コ ミ ッ トメ ン ト （international

marketing 　commi 七ment ） との 関係 を検証 して い

る。国際化 プ ロ セ ス につ い て は、ヨ ハ ン ソ ン らの

国際化 モ デ ル を採用 して お り、 4 段 階 （第 1段

階 ： 現地 の 仲介業者 に よる輸出、第 2 段階 ； 物流

業者や エ
ー

ジ ェ ン トに よ る輸出、第 3 段階 ： 販売

オ フ ィ ス や現 地 支店 の 設置、第 4 段階 ；海外生産

拠点の形成）の 発展段階を分 けて い る 。 彼 らは、

韓 国南部 に拠点 を持 ち、国際化 を進め て い る884

の 中小企 業を選び 、 （1）長期計画 、 （2）海外市場調

査 、（3）ブ ラ ン ド政策、働 価格 決定、  広告宣伝

の 5 つ の 観点か ら、国際 マ
ー

ケ テ ィ ン グ
・コ ミ ッ

ト メ ン トを測定 し た 。 そ の 結果、国際化段階 の 移

行 に伴 い 、こ れ らの コ ミ ッ トメ ン トが高 くな る こ

とが示 され た 。

　 1、uo （2003 ）は新興国の 現 地法人 の 市場志 向

を、親会社 との 関係か ら明らか に して い る 。 親会

社 一子会社の 関係か ら見れ ば、海外市場で の 市場

追 求活動 （market 　seeking 　aetivities ）は、親会

社か らの 経営資源 の コ ミ ッ トメ ン トの 程度や、親

会社が子 会社 に 許容する 現 地適応 度 や コ ン トロ ー

ル の 自由度 の 高さに影響 を 受け る と考え られ る 。

1．uo （2003）は 、 中国 に進出 し、同 国 で 売上 の 3

割以上 を内販 して い る196の 外資系現地 法人 （米

系、欧州系、日系）をサ ン プル と して統計分析 を

行 っ た 。 結果、（1）親会社 か ら現地法人 へ の 経営

資源 の コ ミ ッ トメ ン トは、内販 型現 地法人 の売上

や利益率に プ ラス の 影響を与 える もの の 、そ の 効

果は資源 コ ミ ッ トメ ン トの程度が高 ま る に つ れ て

漸減 す る こ と、｛2）親 会社 に よ る 子 会 社 の 現 地適

応 や コ ン トロ ー
ル の 自由度 の 確保 が、現 地子会社

の 売上 や利 益率 の 上昇 に寄与 して い る こ と な どが

示 され た 。 また、環境 要因 として 、現 地市場 の 市

場機会が豊富で、規制等の 参入 障壁の緩和が進む

ほ ど、こ の 因果性は強 くな る 傾 向が あ っ た。

　 まとめ る と、新興 国市場 に お い て、外 国企業が

そ の 国 に対 し て 市場志 向 を高 め 、
マ ーケ テ ィ ン

グ
・コ ミ ッ トメ ン トを強め る行為、な らびに親会

社か らの 資源 コ ミ ッ トメ ン トや権 限委譲な どを図

る こ とは、現地市場 にお ける子会社の 環境 適応 を

促進 し、内販 型の 現地法人 の 経営業績には概ね プ

ラ ス の 影響 を与える可能性が高 い 。 現地 市場の 成

長性が 高 く、規制緩和 が 進む な ど、市場 機会 が

多い ほ ど、こ れ ら の 関係性 は 強 くな る と考えら れ

る 。

　 追加的な留意点 としては、新興 国に参入 した後

に展開され る ロ ーカ ル 企 業 との競争に も目を向け

る必要が あ る。近 年、新興国企業 の 外国市場参入

を対象 とする研究 も増 えて きて い る。そ うした企

業 は EM 　MNE （emerging 　market 　multinational

enterprise ） と呼 ば れ る が 、　 Luo 　and 　Tung

（2007）に よ れば、先進国 の 多国籍企 業 と比較 し

て 、新興国企業の 国際化 は 、 投資母国の技術や経

営資源 の 蓄積が少 な く、それ を頼 りにで きな い こ

とや 、先進諸国の 技術や経営資源 を獲得する必要

性が高 い こ と、先進諸 国へ の 輸出 に よる貿易摩擦

を回避する必要が ある こ とな どか ら、よ りダ イ レ

ク トな M ＆A や グ リ ー ン フ ィ
ール ド投 資を行 う傾

向が 強 い と い う。 こ うした投資は 「ス プ リ ン グ

ボ
ー

ド （springboard ）」と 呼ばれ る （Luo　and

Thung
，
2007） 。 こ こ か ら彼 らの 行動 パ ターン を

推察で きるが、先進国企業が 新興国市場 に参入す

る 際に は、こ れ らの 企 業と の 競争を強い られ る た

め 、彼 らの 市場志向の 高さを念 頭 に 置 きな が ら、

市場適応 の 努力 を続 けね ば な らない 。

3．製 品戦 略 と市場開発

　市場 志向は海 外市場 で の マ
ー

ケ テ ィ ン グ活 動全

般 を包摂す る上 位概念 だが 、そ の 中 で も、企業が

自社 製品 の 設計 を どう見 直 し、ど う市場 開発 を進
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め て い くかが 、市場戦略の要 とな る 。 第 3 の 点と

して製品戦略 と市場開発 をと りあげる 。

　Enderwick （2009 ） は、先進 国市場 と途上 国

市場 の 相違 点 と し て 、途上 国市場で は 、製 晶や

技術、ブ ラ ン ドの 認 知度 、 ロ イヤ ル テ ィ 、 チ

ャ ネル 、ア フ タ ー
サ

ー ビ ス な どが 未 開 発 で あ

り、 消費者 の 購買経験が 少 ない こ と を掲 げて い

る 。 そ の た め、市場全体 を総 合 的に 開発 し て い

く視 点 が不 可 欠 と い う 。 す なわ ち 「市 場適 応

（marke も adaptation ）」 と 「市場開発 （market

development ＞」の 2 つ の 視点が必 要 で ある。中

国や イ ン ドな どの 新興 国市場は 中間層の 市場規模

こそ大 きい が 、 そ こ で はプ レ ミ ア ム 市場の 30％か

ら50％ほ ど安価な価格で 製 品 を供給 しなけれ ばな

らず、それ だけリ ス クは高 くなる 。 そ の た め 、企

業は事前に 十分な市場調査 を行 い 、どの顧客層 を

タ
ー

ゲ ッ トと して 製品を供給 して い くか、どう差

別化 を 図 る か、ど の よ うに市場イ ン フ ラ の 開発 を

行 うか などを周到 に計画 して おかね ばな らな い 。

　新宅 （2009）や新 宅 ・天野 （2009）は、新興国

市場戦略の 中で もと くに製品戦略を取 り上 げて い

る 。 そ こ で は、企業 は、どの顧客層 を タ
ー

ゲ ッ ト

として、ど う製品 の 機能 ・品質 ・価格な ど を組み

合 わせ る か を判断 して い か なければ な らな い
。 機

能 ・品質が 高 く、価 格 も高い ハ イ エ ン ド市場は市

場規 模 も小 さい
。 先進国企業 の 多 くは 、当初は こ

の セ グ メ ン トに 留 ま る 。
ハ イ エ ン ド市場 の 下 に

は、機能 ・品 質が 中程度で 、価格 も手 頃な ミ ドル

エ ン ド市場が存在する が 、 そ こ は 数量の大 きなボ

リ ュ
ー

ム ゾ
ー

ン とな る 。 企 業が こ うした市 場で ビ

ジネ ス を拡大する ため に は 、（1）オ
ーバ ー

ス ペ ッ

ク とな っ て い る 機 能
・
品質 （こ の 場 合 、製造品 質

とい うよ り市場 品質の こ と を指 す）を見直 し、価

格 を下 げて ボ リ ュ
ー

ム ゾ
ー

ン に 適合す る 製 品 を企

画す る こ と、  ハ イエ ン ド市場 で 品 質価値や ブ

ラ ン ド を よ り広 く認知 さ せ 、こ の 市場の規模拡大

と支配 的な シ ェ ア の 獲得 を 目指す こ と、（3）単 な

る ロ ーコ ス ト戦略で はな く、市場調査に基づ き、

必要 な機能 を付加 し、不必要な機能を省 くこ と に

よ り、現地市場に即 した差別化 戦略 を展 開する こ

と 、 の 3 つ の 方向性が あ りうる 。

　前掲 の Kwon 　and 　Hu （2001）は 、 韓国中小企

業の 国際化 の 発展段階 に合 わせ て、製品戦略の 現

地適応が進むこ とを示 した 。 原材料、デザイ ン、

サ イ ズ、色 、パ ッ ケージ、ラ ベ ル な どか ら製品戦

略の 現地適応度を測定 し、国際化の 段階 によ っ て

こ れ らの変数が変化 して い くこ と、と くに現地生

産移行後 は、製品 の 現 地適応 の 自由度 が格段に 高

まり、よ り積極的な市場適応活動が行われ る こ と

な どが明 らかに されて い る 。

　Essoussi　and 　Merunka （2007）は、新興国市場

の 消費者 の 製品評価 （product　evaluation ） の 視

点か ら外 資系製品の現地市場で の 受容可能性 を分

析 して い る。先進国 と比較 して 、新興 国 の 消費者

は 、製品 の 属性や機能、便益に 関する 知識が 乏 し

く、か わ りに 、 ブ ラ ン ドや製品原産地 （COO ：

country 　of　ohgin ）を見て 、製品 の 機能や 品質を

間接的に 評価 し 、 購買 に 至る こ とが 多 い 。 彼 ら

は製 品 原 産 地 を、開発 原 産地 （COD ：country

of 　design） と製造原 産地 （COM ： country 　of

manufacturing ） に分け、構造方程式モ デ ル を

推定 した 。 デ
ー

タは チ ュ ニ ジ ア の 389人 の 消 費者

に よ る製品評価 で ある 。 分析 の 結 果 、（1）COD と

COM は 市場品質 （消費者に 認知 され る 品質） に

影響 を与 える こ と、（2）COD はブ ラ ン ドイ メ ージ

に影響 を与え 、 ブ ラ ン ドの市場品質に も影響 を与

え て い る こ と、な どが 明らか にな っ た 。つ ま り、

新興 国市場 にお い て は 、消費者は ブ ラ ン ドや製品

原産地 か ら商品 の 品質 を間接 的 に 評価 す る 傾向が

あ る ため 、そ れ らの 情 報は依 然 と し て 重 要 で あ

り、そ の こ とを無視 し て 、製品 の属性や機能、品

質を決 め る こ とは早計 とい うの が 結論で あ る 。

　 新興 国の 消費者は 購買経験が 少な く、ブ ラ ン ド

や 製品に 関す る 知識 が 乏 し い 。製品 の 機 能や 属性
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に関して も、企業と消費者の 聞に明 らか な情報の

非対称性が存在する。そ の よ うな市場 で は、何が

引 き金 とな っ て製晶の 市場浸透 が 進む の か 、現段

階で まだ明 らか に な っ て い な い 点 も多い 。経済学

が示 す とお り、所得層 の 低 い 中間層市場では価格

が重要で あ り、製品価格 を下げる こ とで 、ロ ーカ

ル 製 品 との 競争に も対 応 で き、需要 も喚起で きる

とい う面 もある 。 しか しEssoussi　and 　Merunka

（2007）が 言うように 、品質や ブ ラ ン ドを損な う

ような低価格戦略は ネガ テ ィ ブな影響 も懸念 され

る 。 また 、企 業 と消費者の 閲 に情報 の 非対称性が

存在する 場合に は 、 企 業か ら消費者 に教育サ ービ

ス に よっ て 情報を与える こ とが信頼関係の 形 成 に

つ なが る 。 さ らに 、 最初は経験や知識が 乏 しか っ

た消費者が 、使用経験 を積む と価格や機能、品質

に対する見方が変化 し、購買判断 も変わっ て くる

だ ろ う。

　 我 々 は、近年ベ トナ ム の 二 輪車市場 を調査 して

きたが、興味深 い 現象に出会 っ た 。 こ の 国で は、

かつ て ホ ン ダ の 二 輪車が 1 台約20万 円程度で 販売

され て い たが、そ うした値段 では製品 を購入 で き

る消費者の 数 も限 られ、販売台数は年間10万 台程

度で あっ た。多 くの 庶民 に とっ て ホ ン ダの 二 輪車

は 「高嶺の 花」で あ っ た。しか し、2000年前後か

ら、そ の 価格差 と 需給ギ ャ ッ プを狙 っ て 、中国 二

輪車メ ーカ ーが 1台 6 〜 7 万 円の 安価な二 輪車を

ベ トナ ム にKD 輸出 して きた 。 結 果、2001年 には

市場 は前年の 約 15倍の 年 間150万台 に
一気 に膨張

した 。 二 輪車 を求め る顧客 は潜在的 に それ だけ存

在 した の で ある。 しか しそ の 後、中国製二 輪車 の

市場 で の 不 良や事故、部品 の 不 正輸入 へ の 対策や

都市部渋滞を緩和する ライセ ン ス 規制の 導入など

が相次ぎ、2003年頃 まで には中 国 二 輪車の 販売台

数は 40万 台 まで 下 落し た 。そ し て こ の 間む し ろ ホ

ン ダが市場シ ェ ア を回復 させ た。彼 らは 2002年頃

に製品政策 を大幅 に変更 し、 1 台約10万円程度で

一定 の 品質 を保証 する 二 輪車を新た に市場投入 し

た 。 消費者は再 びホ ン ダ の 二 輪車を選ぶ ように な

り、2004年 に は ホ ン ダ は 中国製二 輪車 を抜い て 再

度販売台数 トッ プ に 躍 り出た。最初は 、価格の 安

さか ら中国車を選 ん だ顧客 は、そ の 後使用経験 を

重ね、品質の 重要性 を学んだ 。

一方、ホ ン ダは中

国車 との価格差 を狭め る製品戦略を打 ち出 した 。

そ の 結 果、顧客 はホ ン ダ の 二 輪車 の 価値 を再度評

価す る よ うにな っ た の で あ る 。 価格 や 品質 、機

能、ブ ラ ン ド、消費者の学習な どを総合的に見る

こ との 重要性 を物語 る事例 と言 え よ う （新宅 ・天

野 ，
2009 ）

｛14）
。

4 ，供給 シ ス テ ム の ボ トル ネ ッ ク と資源 開発

　 の 戦略

　第 4 に、新興 国市場に お ける供給側 の ボ トル ネ

ッ ク につ い て 議論 して お きた い 。新興 国 中間層市

場に 製品を浸透 さ せ て い け ば、先進国と は異 な る

経営資源や 能力の 制約条件に 直面す る。中間層市

場 は先進国市場 よ りも規模 が大 き く、企業 はあ る

程度製品価格 を下げ 、 大量生産 ・販売を行 う必要

があ るため 、しば しば既存の 供給 シ ス テ ム を大幅

に見直 し、再設計する 必要が ある。

　先 の ホ ン ダニ 輪車の ベ トナ ム市場の 事例 に戻ろ

う。ホ ン ダ の 中 で 、低価格 モ デ ル投 入 の 問題 は、

当時 ベ トナ ム だけ の 問題 と い うよ りも、ASEAN

全体の 製晶開発 ・生 産戦略の変革を伴 う課題 と位

置付 けられ て い た 。 ASEAN の 中間層市場 で プ レ

ゼ ン ス を高め る に は 、（1＞外観や デザイン などの

各国ニ
ーズ へ の対応 、（2）低価格化 、  製造品質

の 保証 、（4＞生産能力 （数量） の 拡 大 な ど が 必須

で ある 。 ホ ン ダ は こ れ ら に応 える べ くASEAN 全

体の 供給体制を大幅に変革 して い っ た （新宅 ・天

野
，
2010） 。

　 そ もそ も、1998年に、排気ガ ス が 少な く、環境

に や さ しい 4 ス ト ・エ ン ジ ン の 二 輪車 をASEAN

市場 に普 及さ せ る べ く、 タ イ に R ＆D セ ン タ ーが

設置され た 。 しか し当時は 通貨危機の 後で 需要が
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大幅に落ち込み 、 こ の セ ン タ ーがASEAN 市場で

の 販売台数回復の ため に手立 て を打 つ 任務 を負 っ

た 。 〔1）デザ イ ン の 現地化 ：現地市場発 の デザ イ

ン数の 増加、  設計の 現地化 ： 部品の 現地調達

化、外観改造、基本骨格の 改造、（3）テ ス トの 現

地化 ：現 地で の 開 発成果 の 評価 、（4）意思 決定 の

現地化 ： 開発の 承認 を現地で と る こ と 、 などを施

策が順次進め られ て い っ た。

　 ASEAN は複数 国か ら成 り、 タイとイ ン ドネシ

ア、ベ トナ ム で は、外観デ ザイ ン の ニ ーズが異 な

る。そ の ため各 国に応 じた商品企 画や設 計 開発 、

金型開発、部品 の 量産 （内製／外部調達）などが

必要で ある 。 各市場に投入する 外観部品の 企画や

設計開発は タイ で 行われ て い るが、市場情報 の 収

集や金型 開発 ・部品 の 量産や二 輪組立な どは 各国

に分散 して い る 。 商品企画の 際に は 、 各国の 市場

情報が タイに集約され、各国 ご とに異なる外観を

デザイ ン が企画 され る 。 それ に沿 い 、生 産工 場 の

近 くで 金 型 が 起 こ され 、量 産が 進 め られ る。他

方、二 輪車 の 走行性や機能性を保証 するため に、

エ ン ジ ン な ど の駆動系部品 は ASEAN 市場内で で

きる だけ標準化 され、車種問で も共用化 され て い

る 。 こ れ らの駆動系 の 共通 プ ラ ッ トフ ォ
ーム や部

品につ い て は タ イで 集中的に 開発され るが、こ の

場合 も金型 製 作や 部 品量 産 は各国工 場 に任 され

る 。

　 ASEAN で は 、こ の よ うな分業体制を敷 くこ と

で、タイ の研究開発能力、ベ トナ ム や イ ン ドネ シ

ア で の 金型製作や部品量産 、 組立量産 、 各国の ロ

ーカ ル サ プ ラ イヤ ーに よる調達体制 な どは大幅に

向上 した 。
ベ トナ ム で は2001年に53％だ っ た部 品

の 現地 調達率が 2003年に 760／e に な っ た 。 イ ン ドネ

シ ア で も部品 の 製 造 ・調達体制 は強化 され た。工

場に は、最終ア セ ン ブ リー
の み な らず、ア ル ミ鋳

造、機械加工 、エ ン ジ ン 組立 、プ レ ス 、溶接、塗

装な どの 川上工 程が 整備さ れ て い る 。工 場 の 部品

内製率は 10％ ほ どで あ り、自社工 場内に部分的に

工 程を残 して 品質 を コ ン トロ ール しなが ら、約

130社 にお よぶ サ プ ラ イヤーに 取引先 を広げ 、 彼

らの 加工 レベ ル が上が る よ うに指導が行 われ て い

る （天野 ，
2007）。

　ASEAN 市場で の ホ ン ダ の プ レ ゼ ン ス の 拡大

は、こ うし た供給 シ ス テ ム の 革新 や資源 ・能力開

発に裏付 けら れ て い る こ とに留意が必要で ある 。

同社は U 一コ ス ト製品の 投入を皮切 りに 、 中間層

市場 に製品を浸透 させ、中国製バ イク とも拮抗で

きる価格帯で 、彼 ら以上 の 品質 と価値 を顧客に提

供 す る こ とで 、市場 シ ェ ア を伸 ば した。そ の 過 程

で 、機能や見直 し、商品企画 の 現地化、設計開発

や 金型 開発の定着、現地部品生 産 と現地調達化、

組立技術 の 安定化 と ノ ウハ ウ の 標準化 な ど、様 々

なもの づ くりの 改革が進 め られて きた の で ある 。

　 ホ ン ダ の ケース は開発 ・生 産側か ら見た供給体

制 の 問題 を論 じて い るが 、同様 の視点で、販 売ネ

ッ トワ ーク や ア フ ター
サ

ービ ス 、技術 サ
ービ ス な

どを見 て い くこ と も必 要で あ ろ う
（15）。た とえば

韓国 の LG は イ ン ドの 家電 市場 の 多くの 製品分野

で高 い 市場シ ェ ア を誇 っ て い る が 、 そ れ を支えて

い る の が イ ン ド全 体の 、2
，
000店以上 の デ ィ

ーラ

ーと 1，100店以 上 の サ
ービ ス 店で ある 。 彼 らの イ

ン ド市場で の 強 さは こ うした市場イ ン フ ラの構築

や人材 開 発 と深 く関係 して い る （朴 ，
2009）。そ

の よ うな資源開発が なけれ ば、新興国市場で の 経

営遂行は 難 し い の で あ る。

5 ．新 し い ス テ
ー

ク ホ
ール ダ

ー
像 と能力概念 二

　 BOP 研 究か ら の 示唆

　最後に、供給側 ボ トル ネ ッ ク の 問題 とも関係 し

て 、近年、新 興国市場 研究 の 中 で 、ス テ
ー

クホ
ー

ル ダ
ー

や ケ イ パ ビ リテ ィ の 概念 拡張 を提唱 する

論文 が 増 え て き て い る こ と に触 れ て お きた い 。

と りわけ、下位 の BOP 市場 へ の 参 入問題 を扱 う

文酬 こ こ の 傾向が ある （Hart　and 　Sha   a
，
2004 ；

London 　and 　Hart
，
2004 ；Prahalad ，

2010 ）
（16）

。 彳皮

一．14一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Japan Academy of International Business Studies

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　工nternational 　Business 　Studies

国際 ビジネ ス研 究第 2 巻第 2 号

らは既存の 多国籍企業論 を批判 しなが ら、新た な

能力概念の 必要性 を積極的に説 い て い る 。

　た とえばHart 　and 　Sharma （2004 ）は 「ラ デ ィ

カ ル ・ト ラ ン ズ ア ク テ ィ ブ ネ ス （radical 　tran−

sactiveneSS ）」 と い う動態的 能力概念 を導出 し

て い る 。 こ の 能力は 、 途上 国市場 にお ける破壊的

な変化に 対応す る た め に 、 周辺 （fringe）に い る

ス テ
ー

クホ
ー

ル ダ
ー

の もの の 見方 を、シ ス テ マ テ

ィ ッ ク に認定、探索、統合す る 能力 と定義 され

て い る （Hart　and 　Sharma
，
2004）。彼 らは、途上

国 の ス テ
ー

クホ
ー

ル ダ
ーを、中核 ス テ

ー
ク ホ ー

ル ダー（core 　stakeholders ）と周辺ス テ ーク ホ ール

ダー（fringe　stakeholders ）に分けて お り、前者 に

は 、投資家 、顧 客、政府 、競争相手 、 従業員、

NGO 、サ プ ラ イ ヤ ー、 コ ミ ュ ニ テ ィ な どが含 ま

れ 、後者 に は、貧 困者や 弱者、孤立 ・分離 した

入 々 、敵対的な集団 、 正 当性を持た ない 集団など

が含まれ て い る （H 劭rt　and 　Sharma
，
2004）。 BOP

市場 に参入す るため には、中核 ス テ
ー

クホ
ール ダ

ー
の み な らず、周辺ス テ ーク ホ ール ダーとも関係

を持ち、それ ら の対立や コ ン フ リ ク トを熟知 した

うえで 、成長 の 方向性を探 ら なけれ ばな らな い 。

ラデ ィ カ ル ・トラ ン ズ ア ク テ ィ ブネス とは 、 従来の

組織 間関係の 境界を越 え て 、周辺 ス テ
ー

クホ
ー

ル

ダ
ーと関係 を構築 し、知識 と経験 の 枠 を広げて、

事業を推進する 能力の こ とを指 して い る 。

　London 　and 　Hart （2004）は、こ うした視 座 を

と りなが ら、BOP 市場参入 に 必要な能力 を、24

社 の BOP 市場 参入 の 事例 か ら帰納 的 に 検証 し

て い る。表 1 はそ の 分析結果 を示 して い るが 、

（1）非伝 統 的な パ ー
トナ

ーと の コ ラ ボ レ ーシ ョ

ン 、（2）カ ス タ ム ソ リ ュ
ーシ ョ ン の 共同創造、（3）

ロ
ーカ ル キ ャ パ シテ ィの 構築 とい う3 つ の観点か

ら、 「新 しい グ ロ ーバ ル ケ イ パ ビ リテ ィ 」の概念

表 1　新 しい グ ロ
ーバ ル

・
ケ

ーバ ビ リ テ ィ の 必要性

BOP 　market で 成功する戦略

●非伝統的 な パ ー トナーとの コ ラ ボ レ ーシ ョ ン

　 ・
私 企 業 と非 企 業 の 両方の パ ートナ

ー
の 価値 を十分認

　 　 め る

　 ・NPO や 他 の 非伝統的なパ ー
トナ

ー
組織 と積極的 に関

　　係 を築 く

　 ・社会 イ ン フ ラの 専門的知識 や 現地 で の 事業正当性 の

　　確保 の た め非 企業型 の パ ートナーシ ッ プ を活かす

● カ ス タム ソ リ ュ
ーシ ョ ン の共 同創造

　 ・製品を最終顧客に 販売する前に製品を大幅に修正

　　す る 複数の デ ィ ス トリ ビ ュ
ーターと 関係 を持つ

　 ・ユ ー
ザ
ーイ ノ ベ ーシ ョ ン や モ デ ィ フ ィ ケ

ーシ ョ ン

　 　の 余地 を残す

　 ・製品や ビ ジネ ス モ デ ル の デ ザイ ン は共 同で 進化す

　 　 る

　 ・製品を機能 の 面 から見 る 傾向があ る

●ロ ーカ ル キ ャ パ シテ ィ の構築

　 ・
既存の ロ ーカ ル な機関 の 価値 を認識 す る

　
・ロ ーカ ル な企 業家や他の パ ートナ

ーに ト レ
ーニ ン グ

　　を行 う

　 ・ロ ーカ ル な イ ン フ ラや サ ービス の欠落 は潜在的チ ャ

　　ン ス と捉 え る

BOP 　market で 不成功 な戦略

●非伝統的なパ ー
トナ

ー
との コ ラボ レ ーシ ョ ン

　 ・
現地 子会社 や そ こ と親しい パ ートナ

ー
の 専門的知識

　　に 過度 に 依存す る

　
・NPO や 他の 非伝統的なパ ー

トナ
ー

組織 との 関係が限

　 　 られ て い る

　 ・新 しい 市場や 現地 の コ ン テ キ ス トに関する情報を親 し

　　い 、もし くは既存の パ ートナーに依存 しようとす る

● カ ス タム ソ リュ
ーシ ョ ン の共同創造

　 ・製品をそ の まま売 る傾向が あ る 。 デ ィ ス トリ ビ ュ
ー

　　タや ユ ーザーに よ る変更 を制 限 し ようと する

　 ・パ テ ン トや ブ ラ ン ドな どの 知 的 財 産 を守 る こ と に、

　　必 要以 上 に努力 をか ける

　
・ビ ジ ネス モ デ ル が 設計され る 前 に 製品が 開発され て

　 　 い る

　
・
機能か らで なく、製品その もの か ら価値提案を見 る

　　傾向が あ る

●ロ ーカル キ ャ パ シ テ ィ の 構築

　 ・
現地 の 環境 を欠如 して い る機関 とい う視点か ら見 る

　　傾向が あ る

　 ・ロ ーカ ル な企 業家 や 諸 機 関 との 限 ら れ た コ ン タ ク ト

　 ・ロ ーカ ル な イン フ ラ や サ ービス の 欠落 を、必ず克服

　　 しな けれ ば な ら な い 挑戦、課 題 と受け 止 め る 傾向が

　　あ る

（出所）London　and 　Hart （2004），
　p．357
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を創 出して い る （「ラ デ ィ カ ル ・トラ ンズア ク テ

ィ ブネ ス 」の 動態能力概念 に 近 い ） 。 論文で は、

BOP 市場 で成功 す る企 業 と不 成功 な企 業 の 問 に

は 、 これら 3 つ の 能力群の 諸要件 に お い て 顕著な

差異があ り、こ れ らが 途上 国下位市場で の 成 功を

左右する と主張 して い る 。

　た だ し、こ れ らの 研 究は あ くま で 下 位 の BOP

市場 を対象 と し て お り、 日本企 業 な ど先進 国企

業が 当面参入 を試み て い るMOP 市場 と は 異 なる

市場 で あ る こ と に 留意が 必 要で ある 。 そ の た め

BOP 市場 の 議論 をそ の ま まMOP 市場 に適用す る

こ とに はで きな い が、先進 国企業が途上 国TOP

市場 か ら入 り、MOP 市場 を 目指す と き、ス テ
ー

クホ
ー

ル ダ
ー

の 広 げ方や能力構築 の 進め 方な ど に

お い て 、BOP 市場で の 議論 は 参考に な る と考え

る 。

　 た とえば London 　and 　Haコct （2004）で は、　 BOP

市場参入 の 際に 、 TOP 市場で 開発 され た知識や

資源 の 企業境界内 で の 移転や保護 に依存せず、境

界 を打ち破 る 能力が必要 と述 べ られて い る 。 彼 ら

は また、BOP 市場 に参入 す る 際 に、（1）そ の 事業

環境にお け る自社 の 強 み を特定化 し、それ を効 果

的 に利 用す る こ と、（21社会的 コ ン テ キ ス トを理

解 し 、 ボ トム ア ッ プ で構築 し、組織の境界 を越 え

て資源 を シ ェ アする戦略が有効性 を高め る こ と 、

（3）周囲 と積極 的に 関係 を築 き、社会的 な埋 め 込

み の 能力 を獲得する こ とが 、こ れ らの 市場 で 成 功

するため の 必要条件 と論 じて い る 。 こ うした視点

は 、 MOP 市場 で の 製 品 の 市場浸 透 を考 え る際 に

も十分 に参考にな る視 点 で あ り、新興 国 中間層市

場へ の 参入 ・浸透問題 を考える際に も経営戦略に

取 り込 ん で い くべ き要 素 で あ ろ う 。

W 　結び に か えて

　本稿 は、伝統 的 な国際化 モ デ ル を批 判的 に吟味

しつ つ 、現 在 日本をは じめ先進 国企業 が直面 して

い る新興国市場戦略 とい うテ
ー

マ に 、戦略研究 と

して どの ような ア プ ロ ーチ で 臨めば よ い か と い う

点に つ い て 、文献調 査や事例解釈 によ っ て 視点 を

整理 して きた 。 既存研究で は 、 新興 国市場の 事業

機会の 大 きさを認め つ つ も、既存市場 との 市場条

件や資源条件 の 相違点に つ い て 触れ られ て お り、

そ こ に 園有の 参入障壁が 存在す る こ と を論 じて い

る。既存の 成長 モ デ ル の 延長線上 で議論が難 しい

こ とが あ り、そ こ に マ ネジ メ ン トの 実務 や実証研

究の 難 しさが存在する 。 従来の 多国籍企業論の 範

疇 を若干超 えた議論 も必要 にな るだ ろ う。

　 しか しむ し ろ そ れは理論的 ・実証的なチ ャ レ ン

ジ と受け止 め るべ きで あ ろ う。第 3 節で 提示され

た 5 つ の 視点は、そ うした問題 を探 るため の パ ー

ス ペ ク テ ィ ブを提供 し て い る 。もち ろ ん 、こ れ ら

は
一

般的視点にす ぎな い の で 、こ う した諸観点を

見 なが ら、具体的な研 究課題 を どう設 定 し、概念

の 操作化や 実証研究の セ ッ テ ィ ン グ を進め る の か

とい うこ とは、今後の 個別研究 の課題 とな るだ ろ

う。

　 本稿 で 見 て きた ように 、こ の 研究領域は、市場

が起点 で あ るた めに消費者行動論や マ
ー

ケ テ ィ ン

グ論 の 知見が不可 欠で ある 。 そ の
一方で 、 経営資

源や ア
ー

キ テ クチ ャ 、組織能力な どの 問題 を考え

れば、もの づ くり研究をベ ース とするアプ ロ
ー

チ

も有効で あ り、む しろ それ らま で 考慮 しなけれ

ば、中国や イ ン ドの ような大国 の 中間層市場に対

して 浸透力 の ある ビジ ネス モ デ ル は 形成 しえな

い
（］s）

。BOP 研 究 や ス テ ーク ホ ール ダー論、社会

的 な持続可能性 （sustainability ）な ど まで 考慮すれ

ば 、 開発経済学の 研究成果 も包摂 しうる 。 新興 国

市場戦 略 の 領域 は 、 新 た な実 証研究 の フ ロ ン テ ィ

ア で もあるが、異 な るデ ィ ス シプ リ ン の 問 で 学際

的 に取 り組 む こ とに 意味が あ り、創造的 ・融合的

な研究成果が期待で きる分野で もある 。 今後の研

究の 発展 を期待 した い 。
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【注】

〔・） 日本経済研究セ ン ターの 世界経済長期予測総括表

　　（http：11www．jcer．or ．jp！research ！long！detai1

　 3532．h七ml ）

〔2） 経 済産業省は，世帯可 処分 所得別に，35
，000

　　ドル 以上 を 「富裕層⊥ 5
，
000 ドル 以 上 35

，
000

　　ドル 未満 を 「中 間層⊥ 1
，
000 ドル 以 上 5

，
000

　　ドル 未満 を 「低所得層」，1
，
000 ドル 米満を 「貧

　　困層」と定義 して い る （「通商白書」2009 年版）．

（3） た とえ ば，東京大学 21 世紀 COE もの づ くり

　 経 営研 究セ ン タ
ー

お よび GCOE もの づ くり

　 経営研究セ ン タ
ー一アジ ア ハ ブ で は，フ ィ

ー

　　ル ドワ ーク に よる調査 デ
ー

タや 事例研究 を蓄

　　積 して きた。詳細は次 の ウ ェ ブサ イ トよ り

　　（http：／／www ．gbrc．jp／jouimaVamr！index．html）

〔4） 海外現 地法人 の 3 つ の イ ニ シ ア テ ィ ブ とは次

　　の とお りで ある 。 （1）ロ ーカ ル ・マ ーケ ッ ト ・

　　イ ニ シ ア テ ィ ブ ：現地の顧客，競合企業，サ

　　プ ラ イヤ
ー
，政府 との 取引 に対する働 きかけ t

　　（2）グ ロ
ーバ ル ・

マ
ー

ケ ッ ト
・
イ ニ シ アテ ィ ブ ：

　　海外現地 法人 で 蓄積 した経営資源 を他地域 の

　　関係 す る市場 に広 げ ようとす る働 きか け，（3）

　 　 イ ン タ ー
ナ ル

・
マ
ー

ケ ッ ト ・
イ ニ シ ア テ ィ ブ ：

　　多国籍企業内ネ ッ トワ
ーク の 他の 現地法人や

　　親会社 にお ける，特定海外現地 法 人 で 蓄積 し

　　た 経営資源の 活用 （Birkinshaw，1997）。

（5） 国際合弁事業 の研 究に 関す る レ ビ ュ
ーはた と

　　えば向 （2009）が詳しい 。

〔・） こ こ で は，先 の 脚注 2 の 「富裕層」が 「上位

　　所得層」に ，「中間層」が 「中位所得層」に ，「低

　　所得層」 と 「貧困 層」が 「下位所得層 」に相

　　当す る．

〔T〕 2006年 の 日本 国内 の プ リ ン ター出荷 台数 は

　　851．4 万 台，うち 425 ．6 万 台 （50．0％）が イ ン

　　ク ジ ェ ッ ト複合機，287．7 万台がイ ン ク ジ ェ ッ

　　 ト単能機 （33．8％），77．7 万 台が ペ ー
ジプ リ ン

　　タ
ー

（モ ノ ク ロ 機） （9．1％），27．7 万台 が ペ ー

　 ジ プリ ン タ ー （カ ラ
ー機）（3．3％），その 他が

　 32．7 万台 （3．8％ ）で あ る （ガー トナ ー ・ジ ャ

　 パ ン の 調査 ：http：〃techon．nikkeibp．co ．jp／artic

　 le1NEWS120070312 ！128724／）。

CB） 業界 関係者 へ の イ ン タ ビ ュ
ー

に よる と，イ ン

　 クジ ェ ッ トプ リ ン タ
ーで サ プ ラ イ ビ ジネス を

　 い ち早 く確立 した の は ヒ ュ
ーレ ッ トパ ッ カー

　　ド社 で あ っ た とい う。

（9〕 エ プ ソ ン ダイ レ ク トシ ョ ッ プ の 製 品価 格を参

　 考に して い る 。

［・・〕 小池清文 「顧客価値の創造へ ： お客 さまとの

　 相 互発展 を軸 とす る エ プ ソ ン の ビ ジネ ス 機器

　 戦 略 」「マ ネ ジ メ ン ト
・

ニ ュ
ー

ス ラ イ ン 』

　 No ．19，2008年 4 月，セ イ コ ーエ プ ソ ン 株式

　 会社。

田 ｝ エ プ ソ ン ダ イ レ ク ト シ ョ ッ プ の 製品価格 を参

　 考に して い る 。

02 ） た とえば ク リス テ ン セ ン はホ ン ダの 二 輪車 ビ

　　ジ ネス の 北米市場参入の ケ
ー

ス を紹介 して い

　　る。ホ ン ダは北米市場に 進出 した 当初，大型

　 二 輪車市場 で 勝負 しようとした が全 く売れな

　　か っ た 。 しか し た ま た ま駐 在員が 50cc以 下

　　の ス ーパ ーカ ブ にオ フ ロ ー
ド用の 需要が ある

　　こ とに 気 づ き，小 型 二 輪車の 新 しい 市場 を本

　　格的 に開拓 して い っ た 。 現 地市 場で の 探 索活

　　動 の 重 要 性 を 示 唆 し て い る （Christensen，

　　1997）。

（・・） 2009 年 12 月 10 日の 日本経済新 聞 （朝刊 1 面）

　　は，セ ブ ン ＆ ア イ グ ル ープ が今後 　中国で 売

　　上 高を 5倍 にすべ く，出店を加速 させ る こ と

　　を伝 えた 。 主力の コ ン ビ ニ エ ン ス ス トアを 3

　　年以 内に 500店舗以上 に増や すほか，ス ーパ ー

　　や外食店 の 出店 を加速 させ る 。 2014 年 度 の 年

　　間売．丘高 を現在 の 約 5 倍 の 約 4，000億 円に引

　 　 き上 げる計画 で あ る 。

（14） 東 南 ア ジ ァ の 二 輪 産 業 に つ い て は 三 嶋
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　 （2010），中国 を含む ア ジ ア 全 体 の 二 輪 産業 に

　 つ い て は 佐藤 ・大原 （2006）の 研究書が存在

　 する 。

葡 先行す る 日本の 新興 国市場研究で は もともと

　 中国市場 の 流通体制や製販 体制の あ り方，グ

　 ロ ーバ ル ネ ッ トワーク との 係わ り方 などが 議

　 論 され て きた （谷 地
，
1999；黄 ，

2003；矢作 ほか
，

　 2009）。

cl6〕 BOP 市場 の 研 究に つ い て Praharad　and 　Ha 酋

　 （2002），Har 七and 　C   s七ensen （2002 ），　 Ha 此

　 and 　Milstein（2003），菅原 （2010）な ども参照 。

〔・7／・ア
ーキ テ クチ ャ論や組織能力論 を国際分業論

　 や 国際経営論 に応用 した 実証研究 として は 新

　 宅 ・天野 （2009）を参照。
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